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令和6年度調剤・介護報酬改定研修会

令和6年度調剤報酬改定のポイント
（医療関連中心に）

利益相反の開示
筆頭演者名：中林 保

私は今回の演題に関連して、
開示すべき利益相反はありません。
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令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係）厚生労働省保険局医療課 資料改変

体制に係る評価



調剤基本料

変更なし

変更なし



処方箋受付合計4,100回

45点

35点

「調剤について（その3）」中央社会保険医療協議会 令和5年11月29日 改変

処方箋受付回数が多い薬局と集中率

医療モールと類似した形態

集中率39％

上位1位

上位2位 上位3位

29点 薬局B

調剤基本料2

：29点

処方箋受付合計4,100回



特別調剤基本料の見直し

令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係）厚生労働省保険局医療課 資料改変



１．施設基準における届出時期【調剤基本料、地域支援体制加算、在宅薬学総合体制加算（令和6年度
改定までは在宅患者調剤加算）】

基本的な考え方としては、 

（従来）前年3月1日～当年2月末までの実績（当年４月の最初の開庁日までに届出、当年４月１日から算定可能） 

（今後）前年5月1日～当年4月末までの実績（当年６月の最初の開庁日までに届出、当年６月１日から算定可能）

※令和６年度改定の施行前（4月・5月）における取扱い
令和６年３月末までの区分で引き続き算定可（区分が変更する場合は届出が必要）
令和６年６月施行以降の区分は、令和６年５月２日から６月３日までに届け出ることが必要

調剤基本料等の届出時期・経過措置（１）

令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係）厚生労働省保険局医療課 資料改変



１．施設基準における届出時期【調剤基本料、地域支援体制加算、在宅薬学総合体制加算（令和6年度
改定までは在宅患者調剤加算）】

基本的な考え方としては、 

（従来）前年3月1日～当年2月末までの実績（当年４月の最初の開庁日までに届出、当年４月１日から算定可能） 

（今後）前年5月1日～当年4月末までの実績（当年６月の最初の開庁日までに届出、当年６月１日から算定可能）

※令和６年度改定の施行前（4月・5月）における取扱い
令和６年３月末までの区分で引き続き算定可（区分が変更する場合は届出が必要）
令和６年６月施行以降の区分は、令和６年５月２日から６月３日までに届け出ることが必要

調剤基本料等の届出時期・経過措置（１）

医療ＤＸ推進体制整備加算はR6年6月3日までに届け出

調剤基本料の区分変更
特別調剤基本料Ａ
在宅薬学総合体制加算1・2

地域支援体制加算は別途説明

令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係）厚生労働省保険局医療課 資料改変

5/2～6/3



地域支援体制加算

令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係）
厚生労働省保険局医療課 資料改変

青字：変更・新規の要件



地域支援体制加算

令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係
厚生労働省保険局医療課 資料改変

地域支援体制加算の施設基準

後ほど説明します



地域支援体制加算

令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係）
厚生労働省保険局医療課 資料改変

青字：変更・新規の要件



一般用医薬品及び要指導医薬品等（基本的な48薬効群）地域支援体制加算

１．かぜ薬（内用）
２．解熱鎮痛薬
３．催眠鎮静薬
４．眠気防止薬
５．鎮うん薬（乗物酔防止薬、つわり用薬を含む。）
６．小児鎮静薬（小児五疳薬等）
７．の他の精神神経用薬
８．ヒスタミンＨ２受容体拮抗剤含有薬
９．制酸薬
10．健胃薬
11．整腸薬
12．制酸・健胃・消化・整腸を２以上標榜するもの
13．胃腸鎮痛鎮けい薬
14．止瀉薬
15．瀉下薬（下剤）
16．浣腸薬
17．強心薬（センソ含有製剤等）
18．動脈硬化用薬（リノール酸、レシチン主薬製剤等）
19．その他の循環器・血液用薬
20．鎮咳去痰薬
21．含嗽薬
22．内用痔疾用剤、外用痔疾用剤
23．その他の泌尿生殖器官及び肛門用薬
24．ビタミン主薬製剤等

健康サポート薬局届出様式第8号要指導医薬品等の備蓄品目リスト 

25．その他の滋養強壮保険薬
26．婦人薬
27．その他の女性用薬
28．抗ヒスタミン薬主薬製剤
29．その他のアレルギー用薬
30．殺菌消毒薬（特殊絆創膏を含む）
31．しもやけ・あかぎれ用薬
32．化膿性疾患用薬
33．鎮痛・鎮痒・収れん・消炎薬（パップ剤を含む）
34．みずむし・たむし用薬
35．皮膚軟化薬（吸出しを含む）
36．毛髪用薬（発毛、養毛、ふけ、かゆみ止め用薬等）
37．その他の外皮用薬
38．一般点眼薬、人工涙液、洗眼薬
39．抗菌性点眼薬
40．アレルギー用点眼薬
41．鼻炎用内服薬、鼻炎用点鼻薬
42．口腔咽喉薬（せき、たんを標榜しないトローチ剤を含む）
43．口内炎用薬
44．歯痛・歯槽膿漏薬
45．禁煙補助剤
46．漢方製剤等
47．消毒薬
48．殺虫薬
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地域支援体制加算
（１）地域医療に貢献する体制を有することを示す実績

（①～⑨は処方箋受付１万回当たりの年間
 回数、⑩は薬局当たりの年間の回数）



地域支援体制加算
（１）地域医療に貢献する体制を有することを示す実績

①～⑨は処方箋受付１万回
当たりの年間回数

⑩は薬局当たりの年間の回数

◆区分の変更なし

◆各点数7点減

◆実績項目として
 小児特定加算が追加

◆実績数変更





処方箋受付1万回あたりの実績計算方法
様式87の３の２【記載上の注意】
２｢３｣の「各基準に直近１年間の処方箋受付回数を乗じて１万で除して得た回数」欄の計
算については、小数点第二位を四捨五入して小数点第一位まで求める。なお、直近１年間の
処方箋受付回数が１万回未満の場合は、直近１年間の処方箋受付回数の代わりに処方箋
受付回数１万回を使用して計算する。
年間受付回数は「前年５月１日～当年４月末日」の実績

時間外等加算及び夜間・休日等加算
（地域支援体制加算１または２）

年間40回／受付回数１万回

年間受付
回数

必要
実績数

計算例）年間受付 15,789回の場合

40

10,000
15,789 63.156 63.2

小数点第2位

四捨五入

つまり、64回必要
特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 厚生労働省 令和6年3月5日 改変

直近１年間の処方箋受付回数が１万回未満の場合は、「保険薬局における直近１年
間の処方箋受付回数」の代わりに処方箋受付回数１万回を使用して計算する。 



63.2 85〇



地域支援体制加算

P2 【記載上の注意】

３ 「３」の「保険薬局における実績の合計」欄には当該保険薬局が「３」に記載されている期間における、それぞれの実績の
合計を記載すること。なお、同一グループの保険薬局の勤務者及びその家族に係る実績を除外した上で計算すること。 

届出用紙 様式87の３の２ 
地域支援体制加算の施設基準に係る届出書添付書類 

３ 各基準の実績回数
以下の(1)から(10)までの10の基準のうち、下記の必要な基準を満たすこと。

(1)時間外加算等及び夜間・休日等加算

(2)麻薬の調剤回数 

(3)重複投薬・相互作用等防止加算及び在宅患者重複投薬 ・相互作用等防止管理料

(4)かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料

(5)外来服薬支援料１

(6)服用薬剤調整支援料

(7)単一建物診療患者が１人の場合の在宅患者訪問薬剤管理指導料・・・・・

(8)服薬情報等提供料等

(9)小児特定加算 (10)薬剤師認定制度認証機構が・・・・・地域の多職種と連携する会議の出席回数 

特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて
（保医発0305第６号 令和６年３月５日）

２ 地域支援体制加算の施設基準に関する留意点 
(２) １の（１）、１の（４）の実績の計算に当たり、同一グループの保険薬局の勤務者（常勤及び非常勤を

含めた全ての職員をいう。）及びその家族（同一グループの保険薬局の勤務者と同居又は生計を一にす
る者をいう。）に係る実績を除いて計算する。



６４ ８５〇



届出用紙 様式87の３の２【記載上の注意】

(8)服薬情報等提供料及びそれに相当する業務の算定実績。

なお、「相当する業務」とは、 以下の①から④をいう。ただし、特別調剤基本料Ａを算定
している保険薬局において、区分番号００に掲げる調剤基本料の「注６」に規定する厚生労働

大臣が定める保険医療機関へ情報提供を行った場合は除く。

①服薬管理指導料の「注６」の特定薬剤管理指導加算２

②調剤後薬剤管理指導料

③服用薬剤調整支援料２

④かかりつけ薬剤師指導料又はかかりつけ薬剤師包括管理料を

 算定している患者に対し、①から③に相当する業務を実施した場合

服薬情報等提供料及びそれに相当する業務の算定実績
地域支援体制加算



令和6年度改定に伴う地域支援体制加算の経過措置と届出時期

・新規で新加算
・旧加算１→新加算２
・旧加算３→新加算４など

※改定後の地域支援体制加算：新加算

・旧加算→新加算(同区分）
・旧加算2→新加算1
・旧加算4→新加算3など

R6年6月3日までに届け出

5/2～6/3



疑義解釈（その1）事務連絡 令和6年 3月 28日

【地域支援体制加算】

問４ 令和６年度診療報酬改定前の地域支援体制加算（以下本問において「旧加算」
という。）の届出を行っていた保険薬局について、調剤基本料の区分が令和６年６
月から変更となる場合であって、新たに令和６年度診療報酬改定後の地域支援体
制加算（以下本問において「新加算」という。）の届出を行う場合、新加算に係る経
過措置の適用をどのように考えればよいか。 

（答）変更後の調剤基本料に対応した新加算の施設基準に係る経過措置が適用される。
（例えば、令和６年５月時点で調剤基本料１及び旧加算１の届出を行っていた
保険薬局が、令和６年６月から調剤基本料２に変更となる場合 は、新加算３又
は４の施設基準の経過措置が適用されることになる。）

旧加算１ → 新加算３の経過措置
旧加算２ → 新加算４の経過措置



問５ 地域支援体制加算の施設基準において、要指導医薬品及び一般用医薬品の販売は、「48薬効群の

品目を取り扱うこと」とされているが、48薬効群の医薬品全てを薬局で備蓄しておく必要があるのか。 

疑義解釈（その1）事務連絡 令和6年 3月 28日

（答）そのとおり。購入を希望して来局する者の求めに応じて、適切な医薬品が提供できるよう、薬局に

必要かつ十分な品目を常備している必要がある。 

問10 地域支援体制加算の施設基準において、「休日、夜間を含む開局時間外であっても調剤及び在宅業務

に対応できる体制が整備されていること。」とあり、「地域医療の確保の観点から、救急医療対策の一環とし

て設けられている輪番制に参加している場合も含まれる。」とされているが、例えば年に１回当番として、輪番

に参加する場合であって要件を満たすか。 

（答）満たさない。休日・夜間対応の具体的な頻度は地域の実情に応じて判断すべきものであるが、当該要件

が地域医療の確保を評価する観点によるものであることに鑑みれば、形式的に輪番に参加している程度の

頻度ではなく、地域において輪番制が十分に機能するよう、定期的に休日・夜間の対応を行うことが必要で

ある。 



連携強化加算
連携強化加算について、改正感染症法の第二種協定指定医療機関の指定要件を踏まえて要
件及び 評価を見直すとともに、当該加算の地域支援体制加算の届出にかかる要件については
求めないこととする。

【算定要件】
連携強化加算は、他の保険薬局、保険医療機関及び都道府県等との連携により、
災害又は新興感染症の発生時等の非常時に必要な体制が整備されている保険
薬局において、調剤を行った場合に算定できる。この場合において、災害又は新興
感染症の発生時等において対応可能な体制を確保していることについて当該保
険薬局のほか、当該保険薬局の所在地の行政機関、薬剤師会等のホームページ
等で広く周知すること。

地域支援体制加算の加算から調剤基本料の加算へ



連携強化加算
【主な施設基準】

（１）都道府県知事より第二種協定指定医療機関の指定を受けていること

（２）感染症対応に係る当該保険薬局の保険薬剤師に対する研修、訓練を年１回以上実施

（３）個人防護具を備蓄

（４）新型インフルエンザ等感染症等の発生時等において、要指導医薬品及び一般用医薬品の提供、

 感染症に係る体外診断用医薬品 （検査キット）の提供、マスク等の感染症対応に必要な衛生

 材料等の提供ができる体制を新型インフルエンザ等感染症等の発生等がないときから整備し、

 これらを提供している

感染症対応として、都道府県知事と協定締結。
自宅や宿泊施設などで療養している患者に医薬品を提供しなければならない。これらの患者に対
する調剤、医薬品の交付、服薬指導、その対応を責任もって行うことを協定締結するもの。

令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係）厚生労働省保険局医療課 資料改変

「感染症法に基づく医療措置協定に係る事前調査の実施について（アンケート）」（令和５年８ 月３日付け５健対第992号京都府健康福祉部長通知）の
回答から、薬局向けの医療措置協定の協定書案が作成される。

京都府から協定書案が各薬局へ添付にてメール送信され、各薬局はその協定案の確認を行い、メール内のURL（電子フォーム）より回答する。R6.5.17まで。

回答内容は京都府で確認され、基準が満たしている場合、協定締結書が薬局へ送られてくる。５月中の締結を目指す。（京都府） 



【経過措置】

令和6年3月31日時点で連携強化加算の施設基準の届出を行っている保険薬局は、令和

6年12月31日までの間に限り、「第二種協定指定医療機関」の基準を満たしているものとみ

なす。

令和7年1月以降も算定する場合は、令和7年1月1日までに届け出を行うこと。

令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係）厚生労働省保険局医療課 資料改変

（５）自治体からの要請に応じて、避難所・救護所等における医薬品の供給又は調剤所の設置に係る人員

 派遣等の協力等を行う体制が整備

（６）災害対応に係る当該保険薬局の保険薬剤師に対する研修、訓練を年１回以上実施

（７）災害や新興感染症発生時における薬局の体制や対応について、それぞれの

状況に応じた手順書等の作成
（８）情報通信機器を用いた服薬指導を行う体制が整備されている 【オンライン服薬指導】

（９）要指導医薬品及び一般用医薬品の販売、検査キット（体外診断用医薬品）の取扱い 

連携強化加算



連携強化加算（手順書）
（７）災害や新興感染症発生時における薬局の体制や対応について、それぞれの状況に応じた手順書等の作成

⇦ 災害



連携強化加算

・
・
・

「医療ＤＸ推進体制整備加算の届出書」にも同様のチェック項目あり



「薬局におけるサイバーセキュリティ対策チェックリスト」及び 「薬局におけるサイバー
セキュリティ対策チェックリストマニュアル ～薬局・事業者向け～」 等について

令和5年10月13日付けで厚生労働省

厚生労働省が作成している「『医療情報シス テムの安全管理
に関するガイドライン』を参照の上、適切な対応を行うこと」と
されている。

そこで、薬局が優先的に取り組むべき事項がチェックリスト等にま
とめられた。

【令和５年１０月１３日付け 厚生労働省通知】
URL:https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T2
31017G0010.pdf

（薬局確認用）薬局におけるサイバーセキュリティ対策チェックリス
ト（PDF版直接リンク） URL: 
https://www.mhlw.go.jp/content/10808000/00116
3512.pdf

立入検査では、
「薬局においてサイバーセキュリティ確保のために必要な取組を
行っているかを確認すること」とされている。



【新設】医療DX推進体制整備加算 ４点（月に１回）

【主な施設基準】

(1)療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する命令（昭和51年厚生省令第36号） 第１条

に規定する電子情報処理組織の使用による請求を行っていること。【電子レセプトによる診療報酬請求】

(2) 健康保険法第３条第13項に規定する電子資格確認を行う体制を有していること。【オンライン資格確認体制】

(3) 保険薬剤師が、オンライン資格確認を通じて取得した薬剤情報、特定健診情報等を閲覧又は活用し、 調剤、

服薬指導等を行う体制を有していること。
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【算定要件】

医療DX推進に係る体制として別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局⾧等に
届け出た保険薬局において調剤を行った場合は、医療DX推進体制整備加算として、月１回に限り４点を所定点
数に加算する

医療DX、保険情報(資格確認)だけではなく、医療情報をしっかり活用して薬物療法の質を
高めていく。特に薬局薬剤師にとっては革命的で、薬剤情報、特定健診情報、診療情報等が
このネットワークを通じて入手できる環境ができる。これまでは処方箋の情報しかなかったものが
格段に質が上がる。ここは診療報酬でもしっかり取り組む必要があるため、医科、歯科に対して
も評価されている。



【新設】医療DX推進体制整備加算 ４点（月に１回）

【主な施設基準】

(4) 電子処方箋を受け付ける体制を有していること。(紙の処方箋を受け付け、調剤した場合を含めて、調剤結果

を電子処方箋管理サービスに登録する。）経過措置：令和７年３月31日までの間に限り該当するものと見なす。 

【紙処方箋でも調剤結果を登録、リアルタイムな薬剤情報閲覧】

(5) 電磁的記録による調剤録及び薬剤服用歴の管理の体制を有していること。 (オンライン資格確認、薬剤服用

歴等の管理、レセプト請求業務等を担う当該薬局内の医療情報システム間で情報の連携が取られているこ

とが望ましい。）【レセコンと電子薬歴のオンライン資格確認情報(薬剤情報、特定健診情報等)の連動】

(6) 電子カルテ情報共有サービスにより取得される診療情報等を活用する体制を有していること。

経過措置：令和７年9月30日までの間に限り該当するものと見なす。 

(7) 【実績要件】マイナンバーカードの健康保険証利用の使用について、実績を一定程度有していること。

令和６年10月１日から適用する。【地道な声掛けが重要】
(8) 医療DX推進の体制に関する事項及び質の高い調剤を実施するための十分な情報を取得し、及び活用して

調剤を行うことについて、当該保険薬局の見やすい場所及びウェブサイト等に掲示。【HPがない場合は除外】

(9) 医療情報システムの安全管理に関するガイドラインや薬局におけるサイバーセキュリティ対策チェックリストなどを活用す

るなどして、サイバー攻撃に対する対策を含めセキュリティ全般について適切な対応を行う体制を有すること。
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疑義解釈（その２）事務連絡 令和6年 4月 12日

【医療ＤＸ推進体制整備加算】

（答）不可。処方医への疑義照会を踏まえた薬剤の変更等を含め、最新の薬剤
情報を活用できるようにするため、調剤後速やかに調剤結果を電子処方箋
管 理サービスに登録すること。

問４ 医療ＤＸ推進体制整備加算の算定要件として、「紙の処方箋を受け付け、
調剤した場合を含めて、調剤結果を電子処方箋管理サービスに登録」する
こととされているが、保険薬局において１週間分の調剤結果をまとめて登録
するような場合でも要件を満たすか。



電子処方箋システム導入【薬局】による好事例

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課 電子処方箋サービス推進室 電子処方箋の導入状況・普及拡大に向けた対応等 

一般社団法人 医薬品安全使用調査研究機構 設立準備室（元日本病院薬剤師会副会長）土屋文人先生

✓ 先日、マイナポータルで、取得する情報として「調剤情報」の項目が新しくでき
ていることに気がつきました。通っている薬局が電子処方箋に対応し始めたこと
により、電子の処方箋発行を選択しなくとも、「調剤情報」に前日受け取った薬
の情報も載っており驚きました。 

✓ 薬局が先行して電子処方箋のシステムを導入し、調剤結果を登録することで、
最新の調剤情報をマイナポータルで確認できたのです。とても意味のあることだと 
患者の視点から改めて思いました。

✓ また、マイナポータルと電子版お薬手帳の連携が進み、より見やすくなると患者
の健康管理に資すると感じました。新しい取組みなので、最初は負担もあるかも
しれませんが、新しい時代として薬局もどんどん医療情報の連携に参加すること
が望ましいと考えます。 
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医療情報取得加算（名称変更）
改定後

【医療情報取得加算】
同じ点数で継続

 ＜調剤＞ 
・マイナ保険証  利用なし３点（６月に１回） 
・マイナ保険証  利用あり１点（６月に１回）

【医療情報・システム基盤整備体制充実加算】
マイナンバーカードや問診票を利用し、 
「診療情報取得・活用体制の充実」を評価

 ＜調剤＞ 
・マイナ保険証  利用なし３点（６月に１回） 
・マイナ保険証  利用あり１点（６月に１回）

令和６年12月２日から
現行の健康保険証の発行が終了

マイナンバーカードを常時携帯する人が
約４割となっている現状を踏まえると、
医療現場における利用勧奨が重要。

令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係）厚生労働省保険局医療課 資料改変

体制整備に係る評価 診療情報・薬剤情報等の取得・活用にかかる評価へ

R6年5月～7月のマイナ保険証利用人数の増加量に応じ、一時金最大10万円【病院は20万円】を支給。

マイナ保険証利用率増加に応じた支援金

R6年5～7月マイナ増加量で一時金



問 15 令和６年度診療報酬改定前の医療情報・システム基盤整備体制充実加算１

又は２を算定した場合において、医療情報取得加算１又は２をいつから算定できるか。 

疑義解釈（その1）事務連絡 令和6年 3月 28日

（答）医療情報取得加算は、診療報酬改定に伴い、加算の名称が変更された点数で

あり、算定時期の取扱いは改定前の医療情報・システム基盤整備体制充実加算から

引き継ぐ。例えば、令和６年５月に医療情報・システム基盤整備体制充実加算１を

算定した場合は、６月経過後に医療情報取得加算１又は２を算定できる。 

【医療情報取得加算】 



在宅訪問を行う体制に係る評価の新設
麻薬の備蓄や無菌製剤処理の体制、小児在宅医療の対応等の在宅訪問を十分行うための体制整備や 実績に基
づく薬局の評価を新設する。

在宅薬学総合体制加算は、在宅患者に対する薬学的管理及び指導を行うにつき必要な体制を評価するものであり、在宅患者訪問薬剤管理指導料、在宅患者緊
急訪問薬剤管理指導料若しくは在宅患者緊急時等共同指導料又は介護保険における居宅療養管理指 導費若しくは介護予防居宅療養管理指導費を算定してい
る患者等が提出する処方箋を受け付けて調剤を行った場合に算定できる。

【算定要件】

○在宅薬学総合体制加算１
（１）在宅患者訪問薬剤管理指導を行う旨の届出
（２）在宅薬剤管理の実績 24回以上／年
（３）開局時間外における在宅業務対応 

（在宅協力薬局との連携含む）
（４）在宅業務実施体制に係る地域への周知
（５）在宅業務に関する研修（認知症・緩和医療・ターミナルケア） 

及び学会等への参加
（６）医療材料及び衛生材料の供給体制
（７）麻薬小売業者の免許の取得

【施設基準】
○在宅薬学総合体制加算２ 
（１）加算１の施設基準を全て満たしていること 
（２）開局時間の調剤応需体制（２名以上の保険薬剤師が勤務） 
（３）かかりつけ薬剤師指導料等の算定回数の合計 24回以上／年 
（４）高度管理医療機器販売業の許可 
（５）ア又はイの要件への適合 

ア がん末期などターミナルケア患者に対する体制 
①医療用麻薬の備蓄・取扱（注射剤１品目以上を含む６品目以上） 
②無菌室、クリーンベンチ又は安全キャビネットの整備

イ 小児在宅患者に対する体制（在宅訪問薬剤管理指導等に係る小児 
特定加算及び乳幼児加算の算定回数の合計６回以上／年）

令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係）厚生労働省保険局医療課 資料改変



在宅薬学総合体制加算２

届出用紙 様式87の３の５ 
在宅薬学総合体制加算の施設基準に係る届出書添付書類

【届出上の注意】 
７ ３(2)の算定実績については、同一グループの保険薬局の勤務者及びその家族に係る実績

を除外した上で計算すること。 

３ 在宅薬学総合体制加算２の施設基準 
(2) かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料の算定実績（24回以上／年） 

特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて
（保医発0305第６号 令和６年３月５日）

３ 在宅薬学総合体制加算の施設基準に関する留意点 
(２) ２の（４）のかかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料の算定回数を計算するに当たり、

同一グループの保険薬局の勤務者（常勤及び非常勤を含めた全ての職員をいう。）及びその家族（同一
グループの保険薬局の勤務者と同居又は生計を一にする者をいう。）に係る算定回数を除いて計算する。



薬局の体制に係る情報の周知に関する要件

【地域支援体制加算】

地域の行政機関、保険医療機関、訪問看護ステーション及び福祉関係者等に対して、休日、夜間を含む開局時
間外であっても調剤及び 在宅業務に対応できる体制（地域医療の確保の観点から、救急医療対策の一環として
設けられている輪番制に参加している場合も含 む。）に係る周知を自局及び同一グループで十分に対応すること。
また、同様の情報の周知は地域の行政機関又は薬剤師会等を通じて十分に行っていること。 

【連携強化加算】

災害や新興感染症発生時における対応可能な体制を確保していることについて、当該保険薬局及び同一グループ
のほか、地域の行 政機関、薬剤師会等のホームページ等で広く周知していること。

【在宅薬学総合体制加算】

地域の行政機関、保険医療機関、訪問看護ステーション及び福祉関係者等に対して、急変時等の開局時間外に
おける在宅業務に対応で きる体制（医療用麻薬の対応等の在宅業務に係る内容を含む。）に係る周知を自局
及び同一グループで十分に対応すること。また、 同様の情報の周知は地域の行政機関又は薬剤師会等を通じて
十分に行っていること。

地域の行政機関や薬剤師会等を通じた薬局情報の周知を求める要件（施設基準）

薬局機能情報提供制度による網羅的な情報提供（G-MIS）では各加算の要件に示す情報の周知に
ならない。疑義解釈（その１）  施設基準に求められる機能を分かりやすく、まとめた情報を。
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薬局の体制に係る情報の収集と周知

地域支援体制加算
連携強化加算

在宅薬学総合体制加算



各薬局登録一覧について（体制に係る情報の収集と周知）

地域支援体制加算

連携強化加算

在宅薬学総合
体制加算



薬局における服薬指導等の業務の評価の主な見直し項
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薬剤服用歴の記載

薬学管理料 通則 薬剤服用歴の記載については、薬学管理料の通則で以下のとおり規定した。

（４）薬学管理等の実施にあたっては、薬剤師法第28条で規定される調剤録において情報の提供及び指導の内容の要点
 等の記入が義務づけられていることから、必要事項等が記録されている薬剤服用歴等を作成すること。薬剤服用歴等
 は同一患者についての全ての記録が必要に応じ直ちに参照できるよう患者ごとに保存及び管理するものであり、オンライン
 資格確認等シス テムを通じて取得した患者の診療情報、薬剤情報等を含めて、次の事項等を記載すること。

 ア 患者の基礎情報（氏名、生年月日、性別、被保険者証の記号番号、住所、必要に応じて緊急連絡先）
 イ 処方及び調剤内容等（処方した保険医療機関名、処方医氏名、処方日、調剤日、調剤した薬剤、処方内容に関する

 照 会の要点等） 
 ウ 以下の患者情報並びに当該情報等を踏まえた薬学的管理及び指導の要点 
（イ）患者の体質（アレルギー歴、副作用歴等を含む。）、薬学的管理に必要な患者の生活像及び後発医薬品の使用

に 関する患者の意向 
（ロ）疾患に関する情報（既往歴、合併症及び他科受診において加療中の疾患に関するものを含む。） 
（ハ）併用薬（要指導医薬品、一般用医薬品、医薬部外品及び健康食品を含む。）等の状況及び服用薬と相互作用が

 認められる飲食物の摂取状況 
（ニ）服薬状況（残薬の状況を含む。） 
（ホ）患者の服薬中の体調の変化（副作用が疑われる症状など）及び患者又はその家族等からの相談事項の要点 
（ヘ）手帳活用の有無（手帳を活用しなかった場合はその理由と患者への指導の有無。また、複数の手帳を所有してお り

１冊にまとめなかった場合は、その理由） 
 エ 今後の継続的な薬学的管理及び指導の留意点 
 オ 指導した保険薬剤師の氏名 令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係）厚生労働省保険局医療課 資料改変



（５）薬剤服用歴等の記載に当たっては、患者から収集した情報、相談事項及び患者への指導内容を単に全
て記載するのではなく、その要点を記載することで差し支えないが、指導後速やかに記載を完了させること。
また、定型文を用いて画一的に記載するのではなく、指導等を行った保険薬剤師が必要事項を判断して
記載すること。特に、薬学管理料やその加算を算定する場合には、その根拠及び指導内容等について簡
潔に記載すること。なお、指導の内容等について処方医等へ情報提供した場合には、情報提供した文書
等の写し又はその内容の要点等を薬剤服用歴等に記載又は添付すること。

（６）薬剤服用歴等の保存については、最終記入日から起算して３年間保存すること。 

薬剤服用歴の記載

【ポイント】
これまで点数表の中の薬歴管理指導料で記載事項が決められていた。
今回薬学管理料の通則のところに記載を改めた。今まで羅列されていたものをア～オにまとめられたが、項目自体大き
く削減したものではなく、まとめられたもの。

特に（５）、指導内容を全て記載するのではなくて、要点を記載することで差し支えない。但し、定型文をコピーするなど、
画一的に記載するのでない。また、薬学管理料やその他の加算はその根拠が必要、これらも簡潔に記載すること。
文書で医師への情報提供した場合は、薬歴等にその写しの添付やその要点の記載でよい。特に書き下す必要はない。
よって、業務負担が急激に減ることではないが、考え方としてはメリハリつけた記録を行ってもらいたいメッセージも込めら
れている。
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薬局・薬剤師の休日・夜間対応

地域における薬局の休日、夜間対応としては 
①地域の休日、夜間の診療にあわせて対応したり、休日、夜間に来局する患者に対応する調剤応需体制 
②かかりつけ薬剤師として、かかりつけとしている患者からの相談等に対応する体制 
③計画訪問している在宅・施設で療養を受ける患者の体調急変時等に対応する調剤・訪問体制 といったことが想定される

■薬局の体制評価に関する休日、夜間対応の要件

「24間対応」から「休日、夜間対応」へ変更

地域の中の休日夜間の開局や、電話があったらいつでも対
応しなければならないが、地域で調剤応需体制を整えると
いう趣旨であり、輪番制等を活用しながら対応するのが本
来の地域の中での対応する形と考えられている

特に計画訪問している患者の急変時の調剤・訪問体制

●休日・夜間の調剤、在宅対応についての薬剤師会等を通じた周知 地域の行政機関、保険医療機関、訪問看護ステーション及
び福祉関係者 等に対しての周知 

働き方改革の中で、ある程度患者が困らなければ、
ある程度ことは許容できるのはないか
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薬局・薬剤師の休日・夜間対応

■かかりつけ薬剤師指導料の薬剤師に対する夜間・休日対応の要件

かかりつけ薬剤師が延々夜中までの対応が必須で
はなく、薬局単位で対応することも可。

問い合わせに応じることができなかった場合は、速や
かに折り返して連絡することができるよう体制を整備
すること。

今回24時間対応や勤務表の記載がなくなった。
勤務表自体を渡さなくてもある程度患者が必要な
時に指導等が受けられように勤務日など必要な情
報を伝える。「何曜日はいる、午前中は不在、午
後はいる」等。
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かかりつけ薬剤師指導料の業務に係る評価の見直し
かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料の薬剤師としての24時間対応に係る要件について、 休日・夜間等のやむを得ない場合
は薬局単位での対応でも可能となるよう見直しを行う 改定後

【かかりつけ薬剤師指導料】
(6) かかりつけ薬剤師は、担当患者に対して、以下の服薬指導等を行う
エ 患者がかかりつけ薬剤師からの服薬指導等を受けられるよう、 当

該薬局における勤務日等の必要な情報を伝えること。 
オ 患者から休日、夜間を含む時間帯の相談に応じる体制をとり、 開
局時間外の連絡先を伝えること。原則として、かかりつけ薬剤師が
相談に対応することとするが、当該薬局のかかりつけ薬剤師以外の
別の保険薬剤師が相談等に対応しても差し支えない。 ただし、当
該薬局のかかりつけ薬剤師以外の別の保険薬剤師が対応した場
合においては、かかりつけ薬剤師指導料は算定できない。また、や
むを得ない事由により、患者からの電話等による問い合わせに応じ
ることができなかった場合は、速やかに折り返して連絡することがで
きる体制がとられていること。なお、 自宅等の当該保険薬局以外
の場所で対応する場合にあっては、必要に応じて薬剤服用歴等が
閲覧できる体制が整備されていることが望ましい。

◆吸入薬に係る情報提供、服薬指導は、かかりつけ薬剤師が通常行う業務の内容とは異なることから、かかりつけ 薬剤師指導料を算定している患者に対して吸入指導
を実施した場合でも吸入薬指導加算を算定可能とする。 
（新） かかりつけ薬剤師指導料 吸入薬指導加算 30点（３月に１回） 

◆調剤後薬剤管理指導料（新設）で必要とされる対応は、かかりつけ薬剤師が通常行う業務の範囲と異なることか ら、かかりつけ薬剤師指導料の算定患者に対して
実施した場合でも算定可能とする。 
（新） 調剤後薬剤管理指導料１（糖尿病患者） 60点（月に１回） 
（新） 調剤後薬剤管理指導料２（慢性心不全患者） 60点（月に１回

「24間相談対応」「勤務表を渡す」が削除

併算定可

かかりつけにしている患者からの相談に対応できる体制。
かかりつけ薬剤師が対応するのは原則であるが、薬局単
位での対応が可となる。
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服薬管理指導料の特例の見直し（かかりつけ薬剤師指導料関連）
かかりつけ薬剤師指導料等を算定する患者に対して、かかりつけ薬剤師以外がやむを得ず対応する場合における要件について、
１名までの保険薬剤師に限るとする規定を見直し、当該保険薬局における常勤の保険薬剤師（かかりつけ薬剤師指導料等の
施設基準を満たす薬剤師）であれば複数人でも患者にあらかじめ同意を得ることで特例を算定可能とする。

改定後

【服薬管理指導料】
服薬管理指導料の特例（かかりつけ薬剤師と連携する他の薬剤師が対
応した場合）

あらかじめ患者が選定した当該保険薬局に勤務する他の保険薬剤師は
当該保険薬局における常勤の保険薬剤師（かかりつけ薬剤師指導料
等の施設基準を満たす薬剤師）であれば複数人で対応可能

【算定対象】
当該保険薬局における直近の調剤において、かかりつけ薬剤師指導料又はかかりつけ薬剤師包括管理料を算定した患者 
【施設基準】

「かかりつけ薬剤師と連携する他の薬剤師」は以下の要件を全て満たす保険薬剤師であること。 

(１) 保険薬剤師として３年以上の薬局勤務経験があること。なお、保険医療機関の薬剤師としての勤務経験を１年以上有する 場合、１年を
上限として保険薬剤師としての勤務経験の期間に含めることができる。 
(２) 当該保険薬局に継続して１年以上在籍していること。 
(３) 当該保険薬局に週32時間以上（32時間以上勤務する他の保険薬剤師を届け出た保険薬局において、保険薬剤師について 育児・

介護休業法第23条第１項若しくは第３項又は第24条の規定による措置が講じられ、当該労働者の所定労働時間が短 縮された場
合にあっては週24時間以上かつ週４日以上である場合を含む。）勤務していること。 

(４) 薬剤師認定制度認証機構が認証している研修認定制度等の研修認定を取得していること。 
(５) 医療に係る地域活動の取組に参画していること。 令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係）厚生労働省保険局医療課 資料改変



かかりつけ薬剤師指導料（かかりつけ薬剤師包括管理料）同意書

様式例



糖尿病患者の調剤後フォローアップの見直し
現行の服薬管理指導料の調剤後薬剤管理指導加算について、対象となる糖尿病薬の範囲を拡大し、医療機関と薬局が連携し
て糖尿病患者の治療薬の適正使用を推進する観点から評価体系を見直し、当該加算を調剤後薬剤管理指導料として新設する。

（新）調剤後薬剤管理指導料 1 糖尿病患者に対して行った場合60点（月に１回）

改定後

[施設基準］
(1)新たに糖尿病用剤が処方されたもの

(2)糖尿病用剤に係る投与内容の変更が行われたもの

【対象保険薬局】 
地域支援体制加算を届け出ている保険薬局 

【対象患者】
糖尿病用剤を使用している糖尿病患者であって、新たに糖尿病用剤が処方されたもの又は糖尿病用剤の用法・用量の変更があったもの

【算定要件】 
①医師の指示等及び患者等の求めに応じて、 
②調剤後に電話等により、その使用状況、副作用の有無等について患者に確認する等、必要な薬学的管理指導
③その結果等を保険医療機関に文書により情報提供 を行った場合に算定する。 

インスリン製剤やSU剤に限定していたものを糖尿病薬全般に拡大

令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係）
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慢性心不全患者の調剤後フォローアップの見直し
現行の服薬管理指導料の調剤後薬剤管理指導加算について、対象者を慢性心不全患者に拡大し、医療機関と薬局が連携して慢性心
不全患者の治療薬の適正使用を推進する観点から評価体系を見直し、当該加算を調剤後薬剤管理 指導料として新設する。

（新）調剤後薬剤管理指導料  2  慢性心不全患者に対して行った場合60点（月に１回）

【対象保険薬局】 
地域支援体制加算を届け出ている保険薬局 

【対象患者】
心疾患による入院歴のある作用機序が異なる複数の治療薬の処方を受けている慢性心不全患者

【算定要件】 
①医師の指示等及び患者等の求めに応じて、 
②調剤後に電話等により、その使用状況、副作用の有無等について患者に確認する等、必要な薬学的管理指導
③その結果等を保険医療機関に文書により情報提供 を行った場合に算定する。 

［参考］関連するガイドライン※に記載されている治療薬
・アンジオテンシンⅡ受容体拮抗剤（ARB)/アンジオテンシン変換酵素（ACE）阻害剤 
・β1受容体遮断薬 ・ミネラルコルチコイド受容体拮抗薬（MRA) 
・ナトリウム・ブドウ糖共輸送担体2（SGLT2）阻害薬
・アンジオテンシン受容体ネプリライシン阻害薬（ARNI） 等
※出典:「急性期・慢性心不全ガイドライン」（2021年 日本循環器学会/日本心不全学会合同ガイドライン フォーカスアップデート版）
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慢性心不全患者に対する連携の取組イメージ



９実感から始める 簡単 フォローアップ術



【問 23】 心疾患による入院歴のある作用機序が異なる複数の治療薬の処方を受けている

慢性心不全患者に、新たに糖尿病用剤が処方等された場合に、それぞれの疾患に

関して必要な薬学的管理指導等を行った場合に、調剤後薬剤管理指導料「１」及

び「２」を同一月に算定可能か。 

（答）それぞれの要件を満たせば算定可。ただし、単に慢性心不全の治療にも用いられること

がある糖尿病剤が処方されているだけでは要件を満たしたことにはならないことに留意すること。 

【調剤後薬剤管理指導料】 

疑義解釈（その1）事務連絡 令和6年 3月 28日



薬局から医療機関等への情報提供に係る評価（服薬情報等提供料）

○ 服薬情報等提供料１ 30点
医療機関（医科、歯科）からの求めによる医療機関への文書により情報提供

○ 服薬情報等提供料２（評価の見直し） ※患者等に対する情報提供に伴う評価は廃止 
薬剤師が必要性を認めた場合における以下に対する情報提供（患者の同意が必要） 

イ 医療機関（医科、歯科）へ文書により情報提供 20点 
ロ リフィル処方箋調剤に伴う処方医へ文書により情報提供    20点
ハ 介護支援専門員へ文書により情報提供    20点

○ 服薬情報等提供料３ 50点
入院前の患者に関する医療機関への情報提供

【残薬に係る情報提供の留意点】
残薬に係る情報提供に関しては、単に確認された残薬の状況を記載するだけではなく、その後の残薬が生じないために
必要な内容 を併せて記載するとともに、情報提供後の当該患者の服薬状況を継続して把握しておくこと。

服薬管理指導料の中の
フォローアップの範疇とされ廃止

歯科領域も含むことを明確化

リフィル処方箋の場合も医療機関への情報
提供であるため、イに含めることも考えられた
が、リフィル処方箋に対応したことを個別に
件数把握するため、項目として分けられた。

緊急安全性情報は
特定薬剤管理指導３
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介護支援専門員への情報提供について

介護支援専門員への情報提供に当たっては、「多職種連携推進のための在宅患者訪問薬剤管理指導ガイド」（令和 ４・
５年度厚生労働科学研究費補助金長寿科学政策研究事業薬学的視点を踏まえた自立支援・重度化防止推進のた め
の研究）等を参照されたい。また、介護支援専門員への情報提供については、「多職種連携推進のための在宅患 者訪問
薬剤管理指導ガイド」別添の報告書様式及び薬学的評価シートを参考にすること。

服薬情報等提供料２ハ

○介護支援専門員への情報提供時に参考とする薬学的評価シートと情報提供様式 

患者の生活様式を評価するための薬学的評価シート

薬学的評価シートにおける評価項目: 
①検査値、②睡眠、③認知・感覚器機能、 
④食事・口腔ケア、⑤歩行・運動機能、 
⑥排泄、⑦薬物有害事象

（例）排泄の項目 （排泄状況、排尿障害の有無、排便障害の有無、排尿・排便障害治療薬の有無等を記載）

介護支援専門員への情報提供様式

国立長寿医療研究センター 薬剤師

向け「多職種連携推進のための在宅

患者訪問薬剤管理指導ガイド」の公開

※令和４・５年度厚生労働科学研究費補助金「薬学的視点を踏まえた自立支援・重度化防止推進ののための研究」（研究代表者:国立長寿医療研究センター 溝神文博）より 



特定薬剤管理指導加算１の評価の見直し（ハイリスク薬の指導）

特定薬剤管理指導加算１について、ハイリスク薬等の特に重点的な服薬指導が必要な場合における業務実態を踏 まえ、算定
対象となる時点等を見直し、明確化する

改定後

【特定薬剤管理指導加算１】
特定薬剤管理指導加算１ 
イ 特に安全管理が必要な医薬品が新たに処方された患者に対して

必要な指導を行った場合 10点 
ロ 特に安全管理が必要な医薬品に係る用法又は用量の変更、 患

者の副作用の発現状況等に基づき薬剤師が必要と認めて指導を
行った場合    ５点

【主な算定要件】
(１) 「イ」については、新たに当該医薬品が処方された場合に限り、算定することができる。 
(２) 「ロ」については、次のいずれかに該当する患者に対して指導を行った場合をいう。 
ア 特に安全管理が必要な医薬品の用法又は用量の変更に伴い保険薬剤師が必要と認めて指導を行った患者 
イ 患者の副作用の発現状況、服薬状況等の変化に基づき保険薬剤師が必要と認めて指導を行った患者 

(３) 特に安全管理が必要な医薬品が複数処方されている場合には、保険薬剤師が必要と認める薬学的管理及び指導を行うこと。
この場合において、当該加算は処方箋受付１回につきそれぞれ１回に限り算定する。なお、「イ」及び「ロ」のいずれにも該当する
場合であっても、重複して算定することはできない。 

(４) 対象となる医薬品に関して患者又はその家族等に対して確認した内容及び行った指導の要点について、薬剤服用歴等に記載
すること。 
なお、従来と同一の処方内容の場合は、「ロ」として特に指導が必要と保険薬剤師が認めた場合に限り算定することができるが、
この場合において、特に指導が必要と判断した理由と指導の要点を薬剤服用歴等に記載すること。

漫然と算定しているケースが散見され、個別指導で指
摘されている。よって、メリハリをつけた改定。
新規は10点、継続でも何かしらあった場合は5点。

特定薬剤管理指導加算１、
特定薬剤管理指導加算２
は併算定できる
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【特定薬剤管理指導加算１】 

疑義解釈（その1）事務連絡 令和6年 3月 28日

問16 特定薬剤管理指導加算１について、「イ」又は「ロ」に該当する複数の医薬品がそれぞれ処方されている

場合に、「イ」及び「ロ」はそれぞれ算定可能か。 

（答）特定薬剤管理指導加算１はハイリスク薬に係る処方に対して評価するものであり、１回の処方で「イ」

又は「ロ」に該当する複数の医薬品が存在し、それぞれについて必要な指導を行った場合であっても、

「イ」又は「ロ」のみ算定すること。 

問17 特定薬剤管理指導加算１の「イ」について、以下の場合には算定できないと考えてよいか。 

①患者としては継続して使用している医薬品ではあるが、当該薬局において初めて患者の処方を受け付けた場合 

②同一成分の異なる銘柄の医薬品に変更された場合 

（答）いずれもそのとおり。なお、いずれの場合においても、保険薬剤師が必要と認めて指導を行った場合には、

要件をみたせば特定薬剤管理指導加算１の「ロ」が算定可能。 



特定薬剤管理指導加算3（重点的に丁寧な説明が必要となる場合の評価）
服薬指導を行う際に、特に患者に対して重点的に丁寧な説明が必要となる場合における評価の新設 
①特に安全性に関する情報活用が必要となる、医薬品リスク管理計画に基づく説明資料を活用する場合及び緊急安全性情報等の医薬品の安全
性に関する情報を提供する場合 

②長期収載品の保険給付の在り方の見直しとして導入された選定療養の対象となる品目が処方された患者に対す る制度の説明が必要な場合等

（新）特定薬剤管理指導加算３ ５点 
イ 特に安全性に関する説明が必要な場合として当該医薬品の医薬品リスク管理計画に基づき製造販売業者が作成

した当該医薬品に係る安全管理等に関する資料を当該患者に対して最初に用いた場合 
ロ 調剤前に医薬品の選択に係る情報が特に必要な患者に説明及び指導を行った場合

【主な算定要件】 
(１) 服薬管理指導料を算定するに当たって行った薬剤の管理及び指導等に加えて、処方された医薬品について、保険薬剤師が患者に重点的な 

服薬指導が必要と認め、必要な説明及び指導を行ったときに患者１人につき当該医薬品に関して最初に処方された１回に限り算定する。

(２) 「イ」については、以下の場合をいう。 

 ・ＲＭＰの策定が義務づけられＲＭＰに係る情報提供資材を活用している医薬品について、当該医薬品を新たに処方された場合

に限り患者又はその家族等に対し、ＲＭＰに基 づき、副作用、併用禁忌等の当該医薬品の特性を踏まえ、適正使用や安全性等に関して
十分な指導を行った場合 

 ・処方された薬剤について緊急安全性情報、安全性速報が新たに発出された場合に、安全性に係る情報について提供及び十

分な指導を行った場合 

(３) 「ロ」については、以下の場合をいう。 

 ・後発医薬品が存在する先発医薬品であって、一般名処方又は銘柄名処方された医薬品について、選定療養の対象となる先発医薬

品を選択しようとする患者に対して説明を行った場合 

 ・医薬品の供給の状況が安定していないため、調剤時に前回調剤された銘柄の必要な数量が確保できず、前回調剤された銘柄
から別の銘柄の医薬品に変更して調剤された薬剤の交付が必要となる患者に対して説明を行った場合
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疑義解釈（その1）事務連絡 令和6年 3月 28日

【特定薬剤管理指導加算３】 

問18 特定薬剤管理指導加算３について、１回の処方で「イ」に該当する医薬品と「ロ」に該当する医薬品が同時に処方され

ている場合に、「イ」及び「ロ」をそれぞれ算定可能か。 

答）特定薬剤管理指導料３の「イ」及び「ロ」は算定できる対象が異なることから、必要事項を満たした説明を行うのであれ

ば算定可能。 

問19 特定薬剤管理指導加算３について、１つの医薬品が、「イ」と「ロ」の両方に該当する場合に、「イ」と「ロ」を重複して算

定することが可能か。 

（答）当該事例が生じることは想定されないが、それぞれの観点で必要な説明をしているのであれば算定可能。 

問20 特定薬剤管理指導加算３の「イ」について、患者向けの医薬品リスク管理計画（以下、ＲＭＰという。）に係る資材

を用いて指導を行った場合は、指導に使用した患者向けＲＭＰ資材を薬剤服用歴等に添付もしくは資材の名称等を記載

する必要があるのか。 

（答）患者向けＲＭＰ資材の薬剤服用歴等への添付及び資材の名称等の記載は不要であるが、指導の要点を薬剤服用

歴等に記載すること。 



長期収載品の保険給付の在り方の見直し

◆長期収載品の使用について、①銘柄名処方の場合であって、患者希望により長期収載品を処方・調剤した場合や、
②一般名処方の場合は、選定療養の対象とする。

◆ただし、①医療上の必要性があると認められる場合（例:医療上の必要性により医師が銘柄名処方（後発品への変更
不可）をした場合）や、②薬局に後発医薬品の在庫が無い場合など、後発医薬品を提供することが困難な場合につい
ては、選定療養とはせず、引き続き、保険給付の対象とする。

◆後発医薬品上市後、徐々に後発品に置換えが進むという実態を踏まえ、

①長期収載品の薬価ルールにおいては後発品上市後５年から段階的に薬価を引き下げることとしている。この点を参考に、
後発品上市後５年を経過した長期収載品については選定療養の対象（※）とする。 

※ただし、置換率が極めて低い場合（市場に後発医薬品がほぼ存在しない場合）については、対象外とする。

②また、後発品上市後５年を経過していなくても、置換率が50%に達している場合には、後発品の選択が一般的に可
能な状態となっていると考えられ、選定療養の対象とする。

◆選定療養の場合には、長期収載品と後発品の価格差を踏まえ、後発医薬品の最高価格帯との価格差の４分の３まで
を保険給付の対象とする。 

◆選定療養に係る負担は、医療上の必要性等の場合は長期収載品の薬価で保険給付されることや、市場実勢価格等を
踏まえて長期収載品の薬価が定められていることを踏まえ、上記価格差の4分の１相当分とする

保険給付と選定療養の適用場面

選定療養の対象品目の範囲

保険給付と選定療養の負担に係る範囲
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処方箋様式の改正（長期収載品の選定療養関連）

●処方欄の説明を以下のとおり改正 

個々の処方薬について、医療上の必要性があるため、後発医薬
品（ジェネリック医薬品）への変更に差し支えがあると判断した場
合には、「変更不可」欄に 「レ」又は「×」を記載し、「保険医署名」
欄に署名又は記名・押印すること。また、先発医薬品の使用につい
ての患者の希望を踏まえて処方した場合には、「患者希望」欄に
「レ」又は「×」を記載すること。

「患者希望」欄にチェックがあれば、
基本的に、当該長期収載品の使用は
選定療養が適用

「変更不可」欄にチェックがあれば、
当該長期収載品の使用は通常の
保険給付
（選定療養は適用されない）

未定稿

令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係）
厚生労働省保険局医療課 資料改変



調剤管理料に関連する見直し
薬剤師が調剤時に薬剤服用歴や医薬品リスク管理計画等の情報に基づき薬学的分析及び評価を行うことを算定
要件に加える。

改定後

【調剤管理料】
調剤管理料 
［算定要件］ 
（１）調剤管理料は、保険薬剤師が、患者又はその家族等から収集 した
当該患者の投薬歴、副作用歴、アレルギー歴、服薬状況等の情報、手帳、
医薬品リスク管理計画（（医薬品、医薬部外品、 化粧品、医療機器及
び再生医療等製品の製造販売後安全管理の基準に関する省令（平成16
年厚生労働省令第135号）第２条 第３項に規定するものをいう。以下同
じ。）に基づき製造販売 業者が策定した医薬品に限る。）、薬剤服用歴等
に基づき、受け付けた処方箋の処方内容について、薬学的分析及び評価を
行った上で、患者ごとに薬剤服用歴への記録その他必要な薬学的管理を
行った場合に算定できる。

調剤管理料の重複投薬・相互作用等防止加算について、 薬剤師から処方医への照会により残薬調整に係る処方変更がなさ
れた場合の評価を見直す。

改定後

【調剤管理料】
重複投薬・相互作用等防止加算 
イ 残薬調整に係るもの以外の場合 40点
ロ 残薬調整に係るものの場合  20点
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麻薬管理指導における評価等の方法の明確化

麻薬管理指導加算について、疼痛緩和の評価等の実施に当たり参考となる緩和ケアに関するガ
イドラインを示す とともに、薬剤交付後のフォローアップの方法を明確化する

改定後

【麻薬管理指導加算】
［算定要件］
(2) 電話等による確認方法については、電話の他に情報通信機器を 

用いた方法も含まれるが、患者等に一方的に情報発信すること 
（例えば、一律の内容の電子メールを一斉送信すること）のみで
は継続的服薬指導を実施したことにはならないため、個々の患者
の状況等に応じた必要な対応を行うこと。

(3) 麻薬による鎮痛等の効果や患者の服薬中の体調の変化の有無の 
確認等に当たっては、「がん疼痛の薬物療法に関するガイドライン」
（日本緩和医療学会）、「新版がん緩和ケアガイド ブック」（日
本医師会監修厚生労働科学特別研究事業「適切な緩和ケア提
供のための緩和ケアガイドブックの改訂に関する研究」班」）等の
緩和ケアに関するガイドラインを参照して実施すること。

疼痛の強さをNRS（Numerical Rating Scale)で表してもらう。 現
在の強さ、24時間を平均した場合の強さ、1日のうち最小・最大の強
さを聞く。一般的に0~3点を軽度の疼痛、４~6点を中等度の疼痛、
７点以上を強い疼痛と考える。



休日加算・深夜加算における要件の明確化

改定後

【休日加算】
(ﾛ) 休日加算は次の患者について算定できるものとする。なお、 ①以外の理由によ
り常態として又は臨時に当該休日に開局している保険薬局の開局時間内に調剤
を受けた患者については 算定できない。 
① 地域医療の確保の観点から、以下に掲げる場合において休日に調剤を受けた

患者 
・救急医療対策の一環として設けられている保険薬局の場合、 輪番制による休
日当番保険薬局の場合 

・感染症対応等の一環として地域の行政機関の要請を受けて休日に開局して調
剤を行う保険薬局の場合

改定後

【深夜加算】
(ｲ) 深夜加算は、次の患者について算定できるものとする。なお、 
①以外の理由により常態として又は臨時に当該深夜時間帯を 開局時間としている
保険薬局において調剤を受けた患者につ いては算定できない。 
① 地域医療の確保の観点から、以下に掲げる場合において 深夜に調剤を受け

た患者 
・救急医療対策の一環として設けられている保険薬局の場合、 輪番制による深
夜当番保険薬局の場合 

・感染症対応等の一環として地域の行政機関の要請を受けて深夜に開局して調
剤を行う保険薬局の場合

地域の行政機関からの要請を受けて開局して対応した場合に休日加算・深夜加算が算定できることを明確化する。

自発的の開局している休日、深夜は加算の対象外

行政の要請を受けて開局は加算の対象
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自家製剤加算の評価の見直し

薬剤調製料における薬剤調製行為の評価を整理する観点から、嚥下困難者用製剤加算に
係る評価を廃止して、飲みやすくするための製剤上の調製を行った場合の評価を自家製剤加
算における算定のみとする

改定後

削除

改定後

【自家製剤加算】
エ 薬価基準に収載されている医薬品に溶媒、基剤等の賦形剤
を 加え、当該医薬品と異なる剤形の医薬品を自家製剤の上調
剤 した場合に、次の場合を除き自家製剤加算を算定できる。 
(ｲ) 調剤した医薬品と同一剤形及び同一規格を有する医薬品
が薬価基準に収載されている場合。ただし、当該医薬品が薬 
価基準に収載されている場合であっても、供給上の問題により
当該医薬品が入手困難であり、調剤を行う際に必要な数量を
確保できない場合は除く。なお、医薬品の供給上の問題により
当該加算を算定する場合には、調剤報酬明細書の摘要欄に調
剤に必要な数量が確保できなかった薬剤名とともに確保できな
かったやむを得ない事情を記載すること。 
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嚥下困難者用製剤加算は廃止され、自家製剤加算に一本化

自家製剤加算の評価の見直し

１．【これまでと同じ】

薬価基準に収載されている医薬品に溶媒、基剤等の賦形剤を加え、当該医薬品と異なる剤形の医薬品を

自家製剤の上調剤した場合に、調剤した医薬品と同一剤形及び同一規格を有する医薬品が薬価基準に

収載されている場合を除き自家製剤加算を算定できる。

２．【代替の薬剤の調製】（錠剤の粉砕等）医薬品安定供給に向けた取り組み

当該医薬品が薬価基準に収載されていても、その医薬品の供給上の問題により入手困難な場合は、不足して

いる医薬品の製剤となるように他の医薬品を用いて調製した場合においては算定可能。

医薬品の供給上の問題により当該加算を算定する場合には、調剤報酬明細書の摘要欄に調剤に必要な

数量が確保できなかった薬剤名とともに確保できなかったやむを得ない事情を記載すること。

【具体的な内容】

自家製剤加算 内服薬 20点 （嚥下困難者用製剤加算 80点が削除）

【例】 ドライシロップが供給不足で入手できない状況下において、
同成分のカプセ ル剤の脱カプセルによる内容物をもとに
賦形剤を加え散剤とする場合
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医療用麻薬における無菌製剤処理加算の要件の見直し

医療用麻薬の持続皮下投与では医療用麻薬を希釈せず原液で投与する実態があることを踏まえ、これらの無菌製剤処理に

係る業務が評価できるよう、無菌製剤処理加算について、評価を見直す。

無菌製剤処理加算

改定後

【無菌製剤処理加算】 ※(    )は６歳未満の乳幼児の場合の点数
薬剤調製料の無菌製剤処理加算は、次に示す注射薬を無菌的に製
剤した場合に、１日分製剤するごとにそれぞれ次に示す点 数を所定点
数に加算する。

(ｲ) ２以上の注射薬を混合して 中心静脈栄養法用輸液を無菌的
に製剤する場合                               69点  （137点）

(ﾛ) 抗悪性腫瘍剤を含む２以上の注射薬を混合して （生理食塩
水等で希釈する場合を含む。） 抗悪性腫瘍剤を無菌的に製剤
する場合                                         79点 （147点）

(ﾊ) 麻薬を含む２以上の注射薬を混合して（生理食塩水等で希釈
する場合を含む。）無菌的に麻薬を製剤する場合又は麻薬の 
注射薬を無菌的に充填し製剤する場合     69点 （137点） 
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投薬用の容器に関する取扱いの見直し

改定後

（医科診療報酬点数表) 
【第５部投薬】
＜通則＞ 
投薬時において薬剤の容器を交付する場合は、その実費を徴収できる。

改定後

（調剤報酬点数表) 
【薬剤料】
区分２０使用薬剤料 
投薬時において薬剤の容器を交付する場合は、その実費を徴収
できる。なお、患者に直接投薬する目的で製品化されている薬
剤入りチューブ及び薬剤入り使い捨て容器のように再使用できな
い薬剤の容器については、患者に容器代金を負担させることはで
きない。

投薬時における薬剤の容器等については、衛生上の理由等から薬局において 再利用されていない現状を踏まえ、患者が
医療機関又は薬局に当該容器を 返還した場合の実費の返還の取扱いを廃止する。

実際、容器を返却されても
再利用しないため、このルールを廃止

令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係）厚生労働省保険局医療課 資料改変



研修の実施に関する取扱い

【連携強化加算】
◆感染症に係る最新の科学的知見に基づいた適切な知識を習得することを目的として、年１回以上、
当該保険薬局の保険薬剤師に対する研修を実施 

◆災害の被災状況に応じた対応を習得する研修 
◆オンライン服薬指導の実施要領の第４の（５）に基づき、薬局内の保険薬剤師に対して、必要な知
識を習得させるための研修（オンライン服薬指導に特有の知識等を習得させるための研修） 

【在宅薬学総合体制加算】
◆当該学術研修については、認知症、緩和医療、厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの
決定プロセスに関するガイドライン」等の内容を踏まえた意思決定支援等に関する事項が含まれているこ
とが望ましい。

【地域支援体制加算】
緊急避妊薬を備蓄するとともに、当該医薬品を必要とする者に対する相談について適切に応需・対応し、
調剤を行う体制（オンライン診療に伴う調剤に対応することも当然必要なので、緊急避妊薬を調剤する
薬剤師に対する研修を受講していることが望ましい。） 

※『「オンライン診療の適切な実施に関する指針」を踏まえた緊急避妊に係る診療の提供体制整備に関する薬剤師
の研修について（依頼）』（令和2年1月17日医薬・生活局総務課長通知）に基づき実施する研修

令和６年度診療報酬改定の概要（薬局関係）厚生労働省保険局医療課 資料改変
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演者：渡邊副会長



研修の実施に関する取扱い

【連携強化加算】
◆感染症に係る最新の科学的知見に基づいた適切な知識を習得することを目的として、年１回以上、
当該保険薬局の保険薬剤師に対する研修を実施 

◆災害の被災状況に応じた対応を習得する研修 
◆オンライン服薬指導の実施要領の第４の（５）に基づき、薬局内の保険薬剤師に対して、必要な知
識を習得させるための研修（オンライン服薬指導に特有の知識等を習得させるための研修） 

【在宅薬学総合体制加算】
◆当該学術研修については、認知症、緩和医療、厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの
決定プロセスに関するガイドライン」等の内容を踏まえた意思決定支援等に関する事項が含まれているこ
とが望ましい。

【地域支援体制加算】
緊急避妊薬を備蓄するとともに、当該医薬品を必要とする者に対する相談について適切に応需・対応し、
調剤を行う体制（オンライン診療に伴う調剤に対応することも当然必要なので、緊急避妊薬を調剤する
薬剤師に対する研修を受講していることが望ましい。） 

※『「オンライン診療の適切な実施に関する指針」を踏まえた緊急避妊に係る診療の提供体制整備に関する薬剤師
の研修について（依頼）』（令和2年1月17日医薬・生活局総務課長通知）に基づき実施する研修
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問９ 地域支援体制加算の施設基準において、「オンライン診療に伴う緊急避妊薬の調
剤等の対応も適切に行えるようにするため、『「オンライン診療の適 切な実施に関する
指針」を踏まえた緊急避妊に係る診療の提供体制整備に関する薬剤師の研修につ
いて（依頼）」（令和２年１月17日医薬・生活局総務 課長通知）に基づく緊急
避妊薬を調剤する薬剤師に対する研修を受講していることが望ましい。』とされている
が、研修を受講せずに緊急避妊薬を備蓄している場合であっても要件をみたすか。

（答）オンライン診療に伴い薬局で緊急避妊薬を入手する必要がある者も想定されるた
め、可能な限り都道府県薬剤師会が開催する研修を受講しておくことが望ましい。な
お、都道府県薬剤師会における研修の実施状況により受講することが困難である場
合には、今後研修が開催された場合の薬剤師の受講計画を作成しておくこと。 また、
緊急避妊薬は単に備蓄していれば要件を満たすものではなく、利用者への相談体制
の整備や、地域における相談窓口等を把握しておくことが必要である。

疑義解釈（その1）事務連絡 令和6年 3月 28日



令和6年度調剤報酬改定 施設基準に係る研修実施・参加、会議出席等一覧 京都府薬剤師会 まとめ

施設基準名
列
1

研        修
列
2

備        考

薬剤師認定制度認証機構が認証している研修認定制度等の研修認定を取得した保険薬剤師が地域の多職種と連携する会議に
１回以上出席していること。 加算１，２

薬剤師認定制度認証機構が認証している研修認定制度等の研修認定を取得した保険薬剤師が地域の多職種と連携する会議に
５回以上出席していること。 加算３，４

処方医から在宅患者訪問薬剤管理指導の指示があった場合に適切な対応ができるよう、例えば、保険薬剤師に在宅患者訪問薬
剤管理指導に必要な研修等を受けさせ、薬学的管理指導計画書の様式をあらかじめ備えるなど、在宅患者に対する薬学的管理指導
が可能な体制を整備していること。

地域支援体制加算 調剤従事者等の資質の向上を図るため、研修実施計画を作成し、当該計画に基づき研修を実施するとともに、定期的に薬学的管理
指導、医薬品の安全、医療保険等に関する外部の学術研修（地域薬剤師会等が行うものを含む。）を受けさせていること。併せて、
当該保険薬局の保険薬剤師に対して、薬学等に関する団体・大学等による研修認定の取得、医学薬学等に関する学会への定期的
な参加・発表、学術論文の投稿等を行わせていることが望ましい。

疑義解釈資料の送付について（その１）より問９

オンライン診療に伴う緊急避妊薬の調剤等の対応も適切に行えるようにするため、「「オンライン診療の適切な実施に関する指針」を踏
まえた緊急避妊に係る診療の提供体制整備に関する薬剤師の研修について（依頼）」（令和２年１月 17 日医薬・生活局総務
課長通知）に基づく緊急避妊薬を調剤する薬剤師に対する研修を受講していることが望ましい。

研修の実施状況により受講することが困難である場合には、
今後研修が開催された場合の薬剤師の受講計画を作成し
ておくこと。

感染症に係る最新の科学的知見に基づいた適切な知識を習得することを目的として、年１回以上、当該保険薬局の保険薬剤師に
対する研修を実施する、又は、外部の機関が実施する研修に当該保険薬局の保険薬剤師を参加させること。

連携強化加算
医薬品の供給や地域の衛生管理に係る対応等を行うことについて、災害の被災状況に応じた対応を習得する研修を薬局内で実施す
る、又は、地域の協議会、研修若しくは訓練等に参加するよう計画を作成し、実施すること。また、協議会、研修又は訓練等には、年
１回程度参加することが望ましい。

オンライン服薬指導の実施要領の第４の（５）に基づき、薬局内の保険薬剤師に対して、必要な知識を習得させるための研修を
実施すること。

在宅薬学総合体制加算

在宅業務の質の向上のため、研修実施計画を作成し、当該計画に基づき当該保険薬局で在宅業務に関わる保険薬剤師に対して
在宅業務に関する研修を実施するとともに、定期的に在宅業務に関する外部の学術研修（地域薬剤師会等が行うものを含む。）
を受けさせていること。なお、当該学術研修については、認知症、緩和医療、厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの決定
プロセスに関するガイドライン」等の内容を踏まえた意思決定支援等に関する事項が含まれていることが望ましい。併せて、当該保険
薬局の保険薬剤師に対して、薬学等に関する団体・大学等による研修認定の取得、医学薬学等に関する学会への定期的な参加・
発表、学術論文の投稿等を行わせていることが望ましい。

特定薬剤管理指導加算２
保険医療機関が実施する抗悪性腫瘍剤の化学療法に係る研修会に当該保険薬局に勤務する常勤の保険薬剤師が年１回以上
参加していること。

かかりつけ薬剤師指導料及びかか
りつけ薬剤師包括管理料

かかりつけ薬剤師と連携する他の
薬剤師が対応した場合）

薬剤師認定制度認証機構が認証している研修認定制度等の研修認定を取得していること



◆医療DXを推進する観点から、診療報酬上、書面での検査結果その他の書面の作成又は書面を用いた情報提供等が必要
とされる項目について、「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」の遵守を前提に、電磁的方法による作成又は
情報提供等が可能であることについて明確化する。

◆具体的には、
・文書による提供等をすることとされている個々の患者の診療に関する情報等を、電磁的方法によって、患者、他の保険医療
機関、保険薬局又は指定訪問看護事業者等に提供等する場合は、「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」
を遵守し、安全な通信環境を確保するとともに、書面における署名又は記名・押印に代わり、当該ガイドラインに定められた
電子署名を施すことと する。
・診療情報提供書については、電子カルテ情報共有サービスを用いて提供する場合には、一定のセキュリティが確保されてい
ることから電子署名を行わなくても共有可能とする。

診療報酬における書面要件及び書面掲示のデジタル化について

診療報酬における書面要件の見直し

◆デジタル原則に基づき書面掲示についてインターネットでの閲覧を可能な状態にすることを原則義務づけするよう求められてい

ることを踏まえ、保険医療機関、保険薬局及び指定訪問看護事業者における書面掲示について、原則として、
ウェブサイトに掲載しなければならないこととする。 
※自ら管理するウェブサイトを有しない保険医療機関等は対象外。
※令和７年５月31日までの間の経過措置を設ける。

書面掲示事項のウェブサイトへの掲載
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問２ 令和６年度診療報酬改定が施行される令和６年６月診療分の施設
基準の届出に係る届出期限についてどのように考えればよいか。

疑義解釈（その２）事務連絡 令和6年 4月 12日

（答）令和６年６月診療分の施設基準の届出については、令和６年５月
２日から６月３日まで地方厚生（支）局等において受け付けていると
ころ、令和６年５月下旬以降に地方厚生（支）局等の窓口は届出
が集中し、混雑が予想され ることから、可能な限り令和６年５月17
日までの届出に努めること。 ただし、令和６年６月診療分の施設基
準の届出に係る電子申請は令和６年５月20日から受付開始となるた
め、留意すること。

【届出関係】



あなたとあなたのおくすり見守り隊
76

CKDワーキンググループが作成したマスコットキャラクター

まだ、視聴されていない先生方へ
令和6年度診療(調剤)報酬改定に関する説明動画
厚生労働省動画チャンネルの説明動画(YouTube)のご視聴をお願いいたします。

厚生労働省のホームページに掲載されている最新の関係通知(省令、告示、
通知、事務連絡、疑義解釈及び説明資料)を必ず確認してください。
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